
防衛省における防災・減災、国土強靭化の取組

④持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備

【参考】防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策

・ 防衛省の国土強靭化の推進については、国土強靭化基本計画（平成２６年６月決定）に基づき、自衛隊施設の

耐震化対策といった耐災害性の強化に資する施策を行っているところ、政府は、激甚化する昨今の自然災害等を

踏まえ、平成３０年１２月に「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」※を、令和２年１２月に「防

災・減災、国土強靭化５か年加速化対策」を閣議決定した。

・ 防衛省としては、部隊運用の基盤となる自衛隊施設の機能維持・強化を図り自衛隊の安定的な運用態勢を確保

するために、引き続き、令和３年度から令和７年度までの５か年加速化対策において、自衛隊施設に関して「自

衛隊のインフラ基盤強化対策」、「自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策」及び「自衛隊施設の建物等の強化対

策」を重点的かつ集中的に実施していくこととしている。

※平成30年度から令和２年度に、「自衛隊施設のブロック塀等に関する緊急対策」、「自衛隊施設に関する耐震化・老朽化等の緊急対策」及び「自衛

隊の防災関係資機材等に関する緊急対策」等を実施。

自衛隊の使用する飛行場施設・
港湾施設等を始めとするインフ
ラ基盤の強靭性を強化

自衛隊の飛行場施設の復旧・
活用等に必要な資機材等を取
得整備

自衛隊施設の建物等の耐震
化対策、老朽化対策を始め
対災害性能の強化

自衛隊のインフラ基盤強化対策 自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策 自衛隊施設の建物等の強化対策

設備配管の老朽化エプロンの劣化
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隊舎の耐震改修各種施設器材

防災資機材


